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１ 事業推進の背景及びあま市自殺対策計画             

平成 28 年の自殺対策基本法の改正により、自殺対策の新たな位置づけが「生きるこ

との包括的な支援」となり、地方自治体に自殺を防ぐための計画策定が義務付けられ

たため、本市では平成 30 年３月に「あま市自殺対策計画」を策定しました。 

計画期間は平成 30（2018）年度から令和９（2027）年度までの 10 年間とし、自殺対

策に取り組んできました。計画期間の中間年度であった令和４年度は、関係各課部会

員に聴き取りをし、これまでの取組の振り返りと評価、今後の取組の確認及び数値目

標の見直しを行いました。 

２ 計画の推進体制                         
次の組織を設置し、自殺対策を推進します。 

○あま市自殺対策ネットワーク会議  ※年１回開催（７～８月を予定） 

重点項目で上がった課題について、行政、関係機関及び民間団体等と連携し、ケー

スを通しての情報共有・対策等について検討し、生きるための包括的な支援に向けて、

自殺対策を総合的・効果的に推進できる体制を整えます。 

○あま市自殺対策推進本部  ※年１回開催（６～７月を予定） 

市の自殺対策の推進体制を確立するため、庁内関係部局が横断的に参画するよう、

計画の進捗管理及び施策の調整等を行うとともに、計画に添った事業・取組を着実に

推進します。 

自殺対策推進体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ あま市における自殺者の現状【資料１】           

（１）あま市の自殺者数 

本市の毎年の自殺者数の推移では、令和元年までは減少傾向でしたが、令和２年に

は過去最高の 24 人、令和３年は過去２番目の 20 人となり、新型コロナウイルス感染

症禍（以下「コロナ禍」という。）において、大きく増加しました。 

令和４年にはコロナ禍前の令和元年と同じ 10 人まで減少しましたが、令和５年度は 

15 人に増加しました。 

令和元年から令和５年までの平均の自殺者数は、総数 15.8人で、そのうち男性が 12.4

人で女性 3.4 人の 3.6 倍となっています。人口 10 万人対で算出した自殺死亡率の推移

では、国・県が緩やかな上向きではありますが、ほぼ横ばいであるのに対し、本市は

上下の変動が大きく、国・県と比較し令和２・３年は大きく上回り、令和４年に一旦

下がり、令和５年には再び増加し、国 17.3・県 15.9 に対し本市 16.9 とほぼ同じ率に

なっています。 

（２）あま市自殺者の特徴 

本市の令和元年から令和５年までの年代別自殺者数は、60 歳代以上の高齢者の自殺

者数が多くなっています。令和２・３年のコロナ禍では、働き盛りの年代である 40・

50 歳代の自殺者数が増加し、同居人有無別では、約６割が同居人「あり」となってい

ます。 

職業別では、「被雇用・勤め人」はほぼ横ばいで、年々「年金・雇用保険等生活者」

の割合が減少し、その他の無職者の割合が増加しています。 

原因別では、「健康問題」が毎年、高い状況であり、「家庭問題」と「経済・生活問

題」と合わせて約 75％を占めています。そのような中、令和３年以降は「勤務問題」

の割合も高くなってきています。 

なお、未遂歴別では、毎年７割以上が「未遂歴なし」であります。 

４ 計画推進に向けての課題と課題解決に向けての取組      

（１）中間評価から見えた課題 

令和５年３月に中間評価を行った結果、活動指標に係る評価は概ね目標を達成しま

したが、成果指標となる「ゲートキーパーの認識」、「節度ある適度な飲酒の認識」及

び「相談窓口の認識」等について、目標を下回る結果となり、ゲートキーパー養成講

座を開催したり、市公式ウェブサイト、ＳＮＳや街頭啓発による普及啓発活動を行っ

たりしてきたものの、必ずしも十分ではないと言えます。 
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（２）課題解決に向けての取組                    

〇連携・ネットワークの強化 

計画に掲げる事業・取組は、保健・医療・福祉・教育・労働など幅広く、また市が

単独でできる事業・取組ばかりではないため、計画推進にあたっては、関係機関・団

体等と連携・協働するとともに、庁内では関係部局間の連携を図り、自殺や自殺関連

事象に対する正しい理解を深め、全庁的に取り組むことが必要となります。 

〇自殺や自殺関連事象に対する正しい理解と気づきのための人材育成 

自殺の原因は健康問題が最も多く、直接的な要因として「うつ状態」が多いといわ

れています。 

しかし、「うつ状態」になるまでには「子育ての不安」「介護疲れ」などの社会的要

因や「孤独・孤立」の問題が潜在し、連鎖していることから、うつ状態になる前の段

階で問題解決に導くための「相談窓口」について、市民に届く普及啓発活動を実施す

る必要があります。 

また、声をかけ、耳を傾け、早めに専門家に相談するよう促す（つなぐ）ことがで

きる「ゲートキーパー」の役割を周知するとともに、多くの人が「ゲートキーパー」

の役割を担うことができるよう、人材を養成する必要があるため、養成講座の受講者

の拡大、開催方法等を検討していきます。 

さらに、「節度ある適度な飲酒」について、広報あま、健診時及び各種イベントに

て普及啓発を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

５ 令和６年度に取り組む自殺対策の重点施策【資料２】 

計画初期から実施している重点施策については、全体目標としての「自殺者数の減

少」「自殺死亡率の低下」を達成するために、計画後期も引き続き実施していきます。

特に、悩みを抱えている方が相談できる場所やこころの健康チェック等、“市民への

普及啓発”及び悩んでいる方に気づき、声をかけ、話を聴いて必要な支援につなげる

“ゲートキーパーの養成”について重点的に取り組む必要がある中、５つの重点項目

に対し、以下のとおり、各施策の継続とともに、新たな取り組みを加え令和６年度以

降も実施していきます。 

全体目標 

 現状(H29～R3 平均) 令和 9 年 

自殺者数の減少 17.0 人 10.0 人以下 

自殺死亡率の低下（人口 10 万人対） 20.4 11.7 以下 

（１）関係機関等との連携・ネットワークの強化 

〇顔の見える関係を目指して、市民生委員児童委員協議会及び各地区民生委員児童委

員協議会に定期的に参加 

〇困難なケースについて必要に応じて、関係課、関係機関等とケース検討会議を開催 

（２）気づきのための人材育成 

〇人材を養成するためのゲートキーパー養成講座の受講対象者の拡大 

〇ゲートキーパー養成講座の受講済者へのフォローアップのためのステップアップ

講座の実施 

（３）市民への普及啓発 

〇全ての市民に相談先を周知するために、相談窓口のリーフレットを各戸配布 

〇相談窓口のリーフレット等を市内医療機関や薬局、福祉関係機関等に配置するなど

普及啓発の継続 

〇ゲートキーパーの役割等認識向上のためゲートキーパーリボンを作成し、ゲートキ

ーパー養成講座受講者に配布 

〇市公式ＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用した自殺対策関連記事の定期的な配信 

（４）ハイリスク者に対するアプローチ・支援 

〇相談窓口のリーフレット等を市内精神科医療機関に配置するなど普及啓発方法の

拡大 

〇虐待やヤングケアラーの予防のために、子育て世帯訪問支援事業を実施 

（５）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

〇全校（各中学校区に１名）にスクールソーシャルワーカーを配置 

〇「ヤングケアラー」に関するパンフレット等の配布による普及啓発 


